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平成２２年４月１５日 

 

中国：電動自転車が「家電下郷」の対象に 
最多 10 省で認定 

 

財政部などは昨年、「家電下郷」政策対象商品を現行の 9 品目から各省等の申請

に基づき 1品目追加することを認めていたが、3 月 23 日地方毎に認定した追加商品を

発表した。その中で電動自転車の認定された地方が 31 省・直轄市・自治区の中で最

も多いことが明らかとなった。 

家電下郷とは、2009 年 2 月 1 日から開始された中国政府による農村部の家電普及

率上昇を通じた消費刺激策である。指定機種に対し、販売価格の 13％を補助すると

いう政策であり、従来の対象製品はテレビ、冷蔵庫、エアコン、洗濯機、電子レンジ、

PC、携帯電話、湯沸し器、クッキングヒーターの９品目であった。 

今回追加で認定された 31 省・直轄市・自治区の商品は、換気扇、電動自転車、

DVD プレーヤー、電気炊飯器、ガスレンジ、電気圧力鍋の 6 品目であるが、中でも電

動自転車を申請し、認定されたのが江西、山東、河南、湖北など１０省で、最多だった

（詳細は添付参照）。 

この政策の需要面での効果については、対象製品となったことでローカル家電メー

カーなどは純利益が 2009 年の前年比倍増、液晶テレビの販売台数が前年比約 2.8

倍増、一方で PC には変化がなかったなどという報道があり、商品によって差が出てい

る模様である。 

電動自転車が対象となったことで果たして需要が喚起されるかどうかについてであ

るが、各々の地方の普及率、売れ筋や所得水準なども影響してくるものと思われ、一

律に普及が進むかどうかは明らかではない。 

補助金の上限は製品ごとに設定されており、電動自転車の場合 260 元なので販売

価格の上限は 2,000 元となる。近年販売価格は低下傾向が続いており 1,000 元を切る

ものも出回っているので、金額的には充分カバー可能と考えられる。 

より高価格の商品が売れて利益率の向上に繋がるのか、また、需要拡大の好機とな

るのか、中国の電動自転車業界は今回の措置に期待しており、例えば江蘇省自行車

電動車協会は 4 月 16 日に省内の電動自転車に関係するメーカーを集めて対応方法

などの説明会を開催することにしている。多くの日系メーカーも電動自転車本体やブ

レーキ、バッテリーなどの関連部品の製造に関係しており、今後の動向が注目される。 
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なお、中国自行車協会発表による 2009 年の中国における電動自転車の生産台数

は、対前年比 8.24％増の 2,369 万台となっている。 

 

中国電動自転車生産台数
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中国自行車協会発表数値を基に作成（単位：万台）
 

 

注：家電下郷政策の終了時期は地方によって異なる。山東、青島、河南、四川等は

2011 年 11 月末、内蒙古、遼寧、大連、黒竜江、安徽、湖北、湖南、広西、重慶、

陕西等 10 省等は 2012 年 11 月末、その他の 12 省等は 2013 年 1 月末までとなっ

ている。 

添付： 『家電下郷補助対象品目の新規追加実施方案』の公表及び補助対象品目の

新規追加の認定等に関する問題の通知（翻訳） 

 

通知原文のサイト： 
http://jjs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefagui/201003/t20100329_281424.html 

以  上 
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（添付） 

 

『家電下郷補助対象品目の新規追加実施方案』の公表 
及び補助対象品目の新規追加の認定等に関する問題の通知について 

財建[2010]62 号 
 

各省、自治区、直轄市、計画単列市財政庁（局）、商務主管部門、工業・情報

化主管部門、新疆生産建設兵団財務局、商務局、工業・情報化主管部門： 

 

2009 年 2 月 1 日から家電下郷政策を全国に押し広めて以降、政策の実施強度

は絶え間なく増大し、効果が顕著になってきている。農村での家電の普及、消

費の牽引、そして生産の促進において重要な役割を果たしてきた。家電下郷政

策の効果を更に推し進めるために、国務院第 91 回常務会議の決定に基づき、財

務部、商務部、工業・情報化部は共同で、『家電下郷政策実施の強化に関する通

知について』（財建[2009]972 号）を公表し、各省（区、市）が従来の 9 品目の

ほかに新たに品目を選出し、家電下郷の対象製品に追加することを許可した。 

 

 財務部、商務部、工業・情報化部は、地方が自主的に家電下郷品目の新規追

加決定の管理を強化するため『家電下郷補助品目の新規追加実施方案』（添付フ

ァイル１参照）を策定し、新規追加品目の補助政策、具体的な型式番号の確定

方法、流通企業及び入札製品の管理などを定めた。同時に各省（区、市）の申

請情況によって、各省（区、市）で新規に追加される家電下郷補助品目（添付

資料参照）及び各品目に対する補助金最高限度額（添付資料参照）を認定した。 

 

 各省級財政、商務、工業・情報化主管部門は関連部門と共同で、その地方で

新規に追加される家電下郷補助品目の具体的な実施方法を制定し、可能な限り

速やかに関連業務を開始し、適切で効果的な措置を取り、農村での家電を普及

させ、内需を拡大し、生産促進のための政策が順調に進み、成功するように努

力することが望ましい。 

 
財政部、商務部、工業・情報化部 

                        2010 年 3 月 23 日 
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各地の新規追加家電下郷補助品目 

番号 省 新規追加補助品目 

1 北京市 換気扇 

2 天津市 換気扇 

3 河北省 電動自転車 

4 山西省 電動自転車 

5 内モンゴル自治区 換気扇 

6 遼寧省（大連市を含む） DVD プレーヤー 

7 吉林省 電気炊飯器 

8 黒竜江省 電気炊飯器 

9 上海市 ガスレンジ 

10 江蘇省 電動自転車 

11 浙江省（寧波市を含む） 換気扇 

12 安徽省 電動自転車 

13 福建省（厦门市を含む） ガスレンジ 

14 江西省 電動自転車 

15 山東省（青岛市を含む） 電動自転車 

16 河南省 電動自転車 

17 湖北省 電動自転車 

18 湖南省 ガスレンジ 

19 広東省 電気炊飯器 

20 广西チワン族自治区 電気圧力鍋 

21 海南省 電気炊飯器 

22 重慶市 電気炊飯器 

23 四川省 電気炊飯器 

24 貴州省 DVD プレーヤー 

25 雲南省 電動自転車 

26 チベット自治区 電気圧力鍋 

27 陝西省 電動自転車 

28 甘粛省 換気扇 
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29 青海省 電気圧力鍋 

30 寧夏回族自治区 ガスレンジ 

31 
新疆ウイグル自治区  

（新疆生産建設兵団を含む）
ガスレンジ 

 
 

各地の新規追加家電下郷補助品目に対する補助金の上限 

番号 新規追加品目 補助金の上限（元） 

1 換気扇 338 

2 電動自転車 260 

3 DVDプレーヤー 65 

4 電気炊飯器 65 

5 ガスレンジ 195 

6 電気圧力鍋 78 

 
（上海事務所） 

 

この報告書は、競輪の補助金を受けて作成したものです。 

 


